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市民協働「熊谷の力」事業 募集要項 

概要 

 市民活動団体と市が協働で事業を実施して、新たな発想や手法によって、地域の課題

を解決していきます。 

 市民協働「熊谷の力」事業は、市民活動団体が市の考えるテーマに対して事業提案を

行うものと、団体が市へ自由なテーマで事業提案を行う 2 通りの方法があります。 

市のテーマ又は自由テーマの提案は、書類審査・公開プレゼンテーションを経て、市

民協働「熊谷の力」候補事業として採択し、予算化できた事業を協定書等に基づき実施

します。 

 なお、市民協働「熊谷の力」○○事業という名称については、実施年度に入ってから

使用できます。 

 

応募できる団体 

協働事業に提案できる団体は、次の項目に該当する市民活動団体とします。 

（１）熊谷市内に事務所及び活動場所があること。 

（２）地域や社会の課題解決に向けた事業など、公益性のある活動を行っていること。 

（３）5 人以上の会員で組織していること。 

（４）組織の運営に関する規則（規約、会則等）があること。 

（５）予算・決算を適正に行っていること。 

（６）原則として、1 年以上継続して活動していること。 

 ＊上記項目に該当し、市と協働して事業を遂行できると認められる場合は、学校法人、

農業協同組合等も応募可能団体とします。 

 

応募対象となる事業 

① 市提案事業 

 市が協働したいと考えるテーマ（7 ページ、8 ページ）について、事業提案をしてく

ださい。 

② 市民提案事業 

 市民活動団体が市と協働で実施したいテーマで、自由に事業提案をしてください。 

 

提案対象となる事業の条件 

（１）公益的で、地域課題や社会的課題の解決につながる事業 

（２）具体的な効果や成果が期待でき、新しい視点からの取り組みである事業 

（３）役割分担が明確で、協働して実施することで相乗効果や住民自治力が高まる事業 

（４）提案する団体が実施することが可能な事業 

（５）その他協働事業提案制度実施要綱による事業 
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提案できない事業 

（１）政治、宗教活動又は営利を目的とする事業 

（２）特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

（３）一過性のイベント事業 

（４）既存の事業で対応できる事業 

（５）その他協働事業提案制度実施要綱により対象外とする事業 

 

審査・選考方法 

 熊谷市市民活動推進庁内会議で審査、選考します。 

（１）第 1 次選考（非公開書類審査・選考） 

 提案されたすべての事業について、提出書類による審査、選考を行います。 

（２）第２次選考（公開プレゼンテーション） 

 第 1 次選考を通過した事業について、公開プレゼンテーションを行い、審査・選考し、

実施する事業の候補を決定します。 

 

審査基準 

（１）第 1次選考 

 ※審査項目（１項目 5 点満点）合計３０点で採点し、６項目全てについて、３点以上

の評点を基準に選考します。 

 審査項目 評価のポイント 

１ 公益性(社会貢献性) 
◆不特定多数の人々の利益につながり、多くの市民又は地

域社会に広く貢献する事業か。 

２ 協働性 

◆課題解決のために協働という手法が必要な事業か。 

◆提案団体と市とが協働することにより、相乗効果や住民

自治力が高まる事業か。 

◆提案団体と市との役割分担が明確かつ妥当な事業か。 

３ 先進性 
◆新しい視点・発想等、工夫やアイデアがあり、先進性が

ある事業か。 

４ 成果度 

◆市民の満足度が高まり、具体的な効果、成果(質の高いサー

ビスや多様なサービスを受けることができることなど)が期待できる

事業か。 

５ 計画の実現性 

◆計画どおり実施が可能な事業か(地域住民等の理解を得られて

いるか、法的な問題等により実現が困難となっていないかなど)。 

◆適正に企画されている事業か(必要な連携が図られているかな

ど)。 

◆経費等の予算見積りは適切か。 

６ 組織体制 

◆提案団体は、当該事業を実施するための専門的な知識や

活動実績を有するなど、提案事業を実現できる組織体制を

確立しているか。 
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（２）第 2 次選考 

 （１）と同様に採点し、プレゼンテーションにより総合的に勘案し審査します。 

 

事業経費の負担 

 事業経費が必要な提案の場合、市と提案団体との負担については次のようになります。 

（１） 委託事業として提案の場合は、市が全額負担とします。 

※ただし、事業実施による収入見込額がある場合は、事業経費から事業実施 

による収入見込額を差し引いた後の額となります。 

※委託事業となり得る事業は、事業実施方針が市の計画等により決定されてお

り、本来的に熊谷市が市の事業経費負担で実施しなければならない事業です。

なお、事業内容は市の既存事業と重複しないようにしてください。 

 

（２）補助事業として提案の場合 

 ○市民提案事業 

事業経費から事業実施による収入見込額を差し引いた後の額の５分の４を予定補

助率として、市が提案団体に補助します。 

 

  ※提案時の予定補助率がそのまま事業化になった際の補助率になるとは限りませ

ん。協働事業化に向けたパートナー同士（市民団体と市担当課）の協議の中から、

適正な補助率を決めていきます。 

※なお、市民提案事業は、委託事業、補助事業とも、市が負担する限度額は１事業

300万円を上限とします。 

 

（事業経費の負担について） 

事業経費は協働事業を実施するに当たり直接必要となる経費です。 

委託事業・補助事業の区分は、明確にしてください。 

補助事業の場合、予定補助率は上記のとおりですが、提案団体と関係課との協議の

過程の中で、予定補助率の補助が真に必要かどうか(妥当性)など、事業内容と補助率

を十分検討してください。 

なお、事業実施の際は、市と提案団体で協定書を締結するほか、委託事業の場合は、

事業ごとに業務委託契約を締結し、補助事業の場合は、「熊谷市補助金等の交付手続等

に関する規則」及び事業ごとに定める「補助金交付要綱」に基づき、補助金交付決定、

補助金額の確定等の手続を行います。 

 

事業実施による収入見込額 

 参加費の徴収、印刷物等の物品販売、広告掲載など、事業実施による収入の見込額

がある場合は、収支計画に明記してください。委託額又は補助額は、事業経費から事

業実施による収入見込額を差し引いて計算されます。 

＊収支計画記入欄は、別紙様式２にあります。 

収支計画を立てる時の考え方は、Ｑ＆Ａの１９を参照ください。 
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令和２年度 募集（令和３年度実施） 事業スケジュール 

 

事業期間 

  協働事業提案制度の事業は単年度とします。令和３年４月１日から令和４年３月末

日までに完了する事業です。なお、できるだけ年度末の３月中に事業報告書が作成で

きるようなスケジュールにしてください。 

 

提出書類 

別冊「協働事業提案 応募書類」にあります。市のホームページからもダウンロー

ドできます。 

 

情報公開 

選考結果は、市ホームページで公開します。 

 

留意事項 

① 提案について、書類に虚偽の記載が発見された場合には、事業実施決定後であっ

ても、決定の取消しを行うことがあります。 

③  個人情報の保護等の守らなくてはならない事項は協定書等で明記していきます。 

項目 日程等（予定） 

募集要項の配布 ５月２８日（木）から７月１０日（金） 

（提案内容の協議調整） 
（応募前に必ず、提案団体と関係課で提案内容を協議
調整してください。） 

募集期間 ６月１日（月）～７月１０日（金） 

第１次選考（書類選考） ８月２４日（月） 

選考結果の通知 ９月初旬 

第２次選考 
（公開プレゼンテーション） 

９月２９日（火）13：30～大里コミュニティセンター 

同日：公開プレゼンテーション終了後に審査選考 

選考結果の通知 １０月中旬 

予算編成 １１月 

協定書等の内容協議 令和３年２月～３月：協定書内容等の協議 

協定書等の締結・事業実施 
（令和３年度） 
令和３年４月～ 協定書等締結・事業実施 

事業報告等 令和４年４月～：事業報告・評価 
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市提案事業 

№ 市民協働「熊谷の力」事業名 提案課 

１  空き家対策 「熊谷士のチカラ！！（仮称）」 安心安全課 
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様式第２号（第７条関係） 

 

市民活動団体に対する募集・提案の概要書 

１ 担当課名・電話 市民部安心安全課 （内線３２８） 

２ 事業名 空き家対策 「熊谷士のチカラ！！（仮称）」 

３ 事業の目的 

各地域に存在する「空き家の問題」について、専門知識を持っている士

業者により、地域内の問題解決の助言や、空き家の所有者に対し改善や

助言等をワンストップで行うことにより、空き家問題の改善に寄与す

る。 

４ 事業の内容 

・地域の社会問題である「空き家問題」について、各地域に赴き専門家

の立場から対策等を伝える講習会やセミナー等を開催し、空き家の所有

者への啓発や、問題のある空き家を抱える地域住民の支援を行う。 

・空き家を所有している者からの相談をワンストップで受け、利活用、

売買、相続、解体等の専門業者（各士業）がワンチームとなり、所有者

を支援する。 

・相談を受けるチームメンバー（弁護士、司法書士、税理士、行政書士、

建築士、土地家屋調査士、宅建士等）を可視化することにより、所有者

等が安心して相談できる体制を構築する。 

５ 事業の期間 令和３年４月１日から令和４年３月３１日 

６ 想定する役割分担 

市民活動団体の役割 

 ・セミナー等の開催 

 ・空き家所有者からの相談業務 

 ・売却、賃貸、解体、相続手続き等の支援・提案 

 ・利活用方法等の検討や費用等の提案 

 ・所有者の依頼に基づく業務の実施（所有者負担） 

市の役割 

 ・本事業の紹介・周知・広報等 

 

７ 事業に要する経費 

（予定補助率） 

事業区分（委託） 年間：２００万円 

（内訳）セミナー開催（年３回）：１０万円×３回＝３０万円 

相談会開催（年３回）：１０万円×３回＝３０万円 

相談対応（１日１件）：５千円×２５０日＝１２５万円 

諸経費：１５万円 

８ 協働事業者の条件 
・各種資格保有者（弁護士、司法書士、税理士、行政書士、建築士、土

地家屋調査士、宅建士等）の連携体制 
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９ 特記事項 

・セミナー等の開催は、受託団体が主催となり、会場準備・広報等も行

う。 

・空き家相談の結果は、所有者の判断・対応によるため、本事業で求め

るものは、結果までの道筋を所有者に指し示すものである。 

・個々のケースにより、売買仲介手数料などの各種手数料等は、相談者

が支弁するものであり、市はそれに対しては補助しない。 

・必ずしも、全士業種が一体となる必要はないが、空き家に関する業務

に携わる複数の士業種が一緒に対応できる体制が望ましい。 
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Ｑ＆Ａ 

 

応募できる団体 

Ｑ１ 応募資格の市民活動団体とは？ 

Ａ１ この制度では、特定非営利活動法人、ボランティア団体など法人格を有しない非

営利活動を行う市民団体や地域の様々な団体のことです。 

 

Ｑ２ ＮＰＯ法人の設立申請中でも応募できるか。 

Ａ２ 法人格の有無は問いません。申請中であれば任意の市民活動団体として応募資格

を判断します。 

 

Ｑ３ 会員以外のメンバーが実施体制に含まれていてもよいか。他のＮＰＯ、大学、企

業との連携・協力は可能か。 

Ａ３ 可能です。企画書に他の団体との協力体制を明記してください。 

 

Ｑ４ 他の市町村でも活動しているが、応募できるか。 

Ａ４ 主な活動拠点が市内にあり、事務所又は事務所に準じる連絡先の所在地が市内で

あれば申請できます。 

 

応募対象となる事業 

Ｑ５ 複数の団体で提案してもよいか。 

Ａ５ 可能です。ただし、提案する団体間で責任の所在等を明らかにした協定書等を作

成し、企画書と一緒に提出してください。 

 

Ｑ６「市民提案事業」とはどのような意味か。 

Ａ６ 地域社会が抱える課題（地域課題）の解決に向けて、住民が自主的・主体的に実

施する公益性の高い活動で、住民と行政が協働して取り組むことで、より効果があ

る事業のうち、市が市民活動団体から事業実施の提案を受ける事業をいいます。 

 

Ｑ７ 「地域課題」とはどのような意味か。 

Ａ７ 地域社会が抱える一定の共通性を持った問題やテーマであって、特定の個人やグ

ループの要望ではなく、公益性のあるものをいいます。 

 

Ｑ８ 現在、団体で取り組んでいる事業は提案できるのか。 

Ａ８ 現在、団体で取り組んでいる事業に新たなテーマ若しくは新たな取組が加わった

市提案事業又は市民提案事業であれば応募できます。なお、市から他の助成を受け

て取り組んでいる事業は、原則として対象となりません。 

 

Ｑ９ 市提案事業、市民提案事業に複数の提案は可能か？  

Ａ９ 複数の提案はできません。1 団体 1 事業の応募とします。 

 

提案対象となる事業の条件 

Ｑ１０ 相乗効果、住民自治力とは？  

Ａ１０ 相乗効果：市民活動団体と市が相互補完することにより、個々に活動する場合
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に比べて、より大きな結果や成果が得られること。 

住民自治力：住民自らが、主体的かつ継続的、そして自己の責任の下で地域の

課題に取り組む意思を持ち、地域の課題を解決する力をいいます。 

 

審査・選考方法 

Ｑ１１ 事業の選考方法について 

Ａ１１ 事業の選考は、提出された書類を用い、書類選考（第 1 次選考）で公開プレゼ

ンテーション団体を決定し、その後公開プレゼンテーション（第 2 次選考）を経

て、協働事業候補となります。候補事業は庁内審査及び予算化を経て協働事業に

なります。 

 

Ｑ１２ 審査について 

Ａ１２ 第 1 次選考は、熊谷市市民活動推進庁内会議で審査します。委員は、市民部長

が委員長で関係課長 17 名が委員です。この庁内会議の審査結果を市長へ提言し

ます。 

第 2 次選考は、市長、副市長、熊谷市市民活動推進庁内会議の 20 名で審査し

ます。その後、庁内会議を経て市長へ提言します。 

 

Ｑ１３ 審査基準が６項目ありますが、どのような考えでつくられていますか。 

Ａ１３ 協働事業提案制度は、市民活動団体と市が協働して公共的課題の解決に当たる

ために事業提案を受け実施を遂行するものです。 

    具体的に協働事業を進める上で、市民共有の財産である公金の支出や公の財産

の使用が考えられます。そのため、次の 3 つの要件を基本に適正さを担保し、審

査基準を設定しています。 

 １ 社会的公共性があること。 

 ２ 公費濫用を防止すること。 

 ３ 情報公開をすること。 

 

応募方法等 

Ｑ１４ 応募はどのようにするのか？ 

Ａ１４ ６月１日（月）から７月１０日（金）の間で、応募書類に記載して市民活動推

進課に提出してください。 

なお、提案内容に対応する担当課との協議は、応募書類提出前に必ず行ってくだ

さい。 

 

Ｑ１５ 公開プレゼンテーションとはどのようなものか 

Ａ１５ 傍聴者が会する公開の場で、第 1 次選考を通過した団体が提案事業の内容をそ

れぞれの手法で説明をしていただき、市長、副市長、熊谷市市民活動推進庁内会

議委員の質疑を受けていただくものです。 

 

事業期間 

Ｑ１６ 事業実施について 

Ａ１６ 事業実施の対象となった団体と市が取り交わす協定書等に基づき事業を行い

ます。費用負担については協定により委託、補助、負担金等が想定されます。そ

の場合それぞれの規則等に従って適正な支出が求められます。 
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委託は、行政が行う事業を団体との契約により、団体が実施するものです。経

費は委託する事業を実施する費用であり、団体の活動を補助・助成するものでは

ありません。 

    補助、負担金等は、公益上必要がある場合に、市民活動団体と市の共通の目的

を達成するために交付するものです。 

 

Ｑ１７ 団体に対する活動支援は別に制度があるのか 

Ａ１７ 市民公益活動支援制度「はじめの一歩助成金」があります。 

 

Ｑ１８ 翌年度（令和４年４月以降）も継続して行う事業は応募できるか 

Ａ１８ 令和４年３月末までに完了する事業です。 

翌年度以降も事業を継続する場合は、実施事業を検証し、事業内容、成果、費用

等を総合的に考え、必要があれば支援することになります。 

 

支出経費 
Ｑ１９ 事業費の負担（収支計画を立てる時の考え方）について 

Ａ１９ 提案事業は、提案する内容で、委託事業とするか補助事業とするか、内容を検

討してください。 

収支計画の立て方は、先ず概算見積額を事業費とします。その事業費に対して 

市の負担見込み、提案団体の負担見込み、事業収入見込みを収入とします。支出

は概算見積額となります。 

補助対象経費は、協働事業の実施に直接必要となる経費です。 

担当課と十分な協議を行ってください。 

    なお、補助金の額の決定は、「熊谷市補助金等の交付手続等に関する規則」に

基づき決定されます。 

 

Ｑ２０ 事務経費の計上について 

Ａ２０ 計上できる事務費用は、提案する事業を実施するのに必要な事務経費（通信費

等、人件費含む。）です。団体の経常経費に該当する事務所の光熱費、家賃等は

含まれません。 

 

Ｑ２１ 協働事業遂行のための団体スタッフ人件費（時給）は、どの程度計上できるか。 

Ａ２１ 報酬は計上できませんが、事業に必要な人件費であれば計上できます。法人の

場合は支給規程を添付してください。任意団体の場合もできるだけ規程等を定め

ておくとよいでしょう。 
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様式第１号（第６条関係）     

 

協働事業に関する提案書 

 

令和  年  月  日 

 

熊谷市長  富岡 清 あて 

 

所在地 

提案者 団体名 

代表者 職 氏名           印 

 

次のとおり、協働事業に関して提案します。 

１ 提案する協働事業 市提案事業      市民提案事業 

２ タイトル 
市民協働「熊谷の力」○○○○○○○○○○○○○事業 

（○の箇所は必ず１３文字 以内でお願いします。） 

３ 事業期間 

 

令和  年  月  日から令和  年  月  日  

（単年度とする） 

４ 事業予算 
 

                   円 

５ 提案概要 

（事業内容を 100 字以

内でご記入ください。こ

の内容はホームページ

公表対象です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 添付書類 

□企画書（別紙様式１） □見積書（別紙様式２） 

□団体概要書（別紙様式３）  

□定款または規約 □役員名簿（任意団体の場合） 

 

記入の仕方 

団体代表者印が無い場合

は、代表者個人印 

提出日を記入 

この文面だけで取り組む内容が分かる

よう、ポイントを分かりやすく、簡潔に

ご記入ください。 

箇条書きなど、読みやすいように工夫

してください。 
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別紙様式１ 

企画書（ 市提案事業  市民提案事業 ） 

   団体名                 

１ 提案する協働事業

のタイトル 

 

２ 事業の目的 
 

 

３ 事業の詳細（300 字

程度でご記入くださ

い。） 

「事業を始めるに当たっての現状・問題点」から「どのような成果を求めよ

うとするのか」まで、事業計画案を記入 

 

 

 

 

 

４ 実施体制 

 

 

 

５ 役割分担 

（提案団体の役割） 

 

 

（市の役割） 

 

 

６ 概算見積額                円  （見積書は別紙様式２）  

７ 相乗効果（協働の目

標） 

 

 

 

 

 

８ 特にアピールした

いこと（専門性、独自

性、先駆性、実績など） 

 

 

 

 

 

提案事業を行う人的体制や組織体制を記入 

提案事業の実施に当たり、提案団体が担

う役割を記入してください。 

課題解決のために、なぜ市との協働が必要なのか、また

提案事業を行うことで、市民活動団体と市が個々に活動

する場合に比べて、より大きな結果や効果が得られるか

を記入 

提案書(様式第１号)の「タイトル」と同じに記入 

会場確保、広報、委託料又は補助金の支給等、市

に期待する役割分担を記入してください。(提案の提

出まで話し合ってきた市の担当課名も必ず記入) 

どちらの提案か○で囲む。 

課題解決のために、いつごろ、どのような方法で、何

をするのかが分かるように、具体的にご記入ください。 

常識的な字の大きさで枠内におさまるように、また箇

条書きなど読みやすいように工夫してください。 

（別紙などの添付はできません。） 
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別紙様式２ 

見   積   書 

住 所 

見積者  団体名 

  氏 名 

提案事業タイトル  

項 目 事業経費 

 

    

 

計 ○Ａ      

 

収支計画 

（収入の部） 

区  分 収入予定額 説 明 

１ 市負担金  （委託料で提案・ 

補助金で提案） 

２ 団体負担金   

３ 事業収入 

（参加費、物品販売、広告料等） 

  

合計 （○Ａの額）   

（支出の部） 

区  分 支出予定額 説 明 

１ 事業経費   

合計 （○Ａの額）   

 

 

協働事業を行う上で必要となる

経費を記入。＊経費が掛からない

場合は０円で提出してください。 

委託料で提案の場合は、(○Ａ－事業収入） 

補助金で提案の場合は、(○Ａ－事業収入）×補助率 

委託料で提案なのか、 

補助金で提案なのか 

○で囲む。 

項目は経費の内容がわかるように、できるだけ細かく単価や数量を記入して

ください。 

 （例）○○購入費（物品・資材等の具体名や単価・数量等の内訳を明記）、 

印刷費(印刷物名称、枚数、大きさ、資質、○色刷り等を明記)、 

旅費・交通費（単価×人数×日数）、 

その他(内容が分かるように具体的に記載) 

 

 ＊必要最低限の経費を計上してください。 

 ＊消費税が必要な経費については、消費税を含む旨を必ず明記の上、消費税

を含めて計上してください。 

(○Ａ－事業収入）－ (市負担金) 
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別紙様式３ 

団体概要書（令和元年度） 

ふりがな 

団体の名称 

 

団体の所在地 

・連絡先 

（団体所在地・連絡先） 

代表者氏名  

担当者連絡先等 

（＊非公開情報） 

氏名 

住所 

電話            ＦＡＸ 

E メール 

設立と目的 設立    年  月  日 

 
活動分野 

 

1  保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

2  社会教育の推進を図る活動 

3  まちづくりの推進を図る活動 

4  観光の振興を図る活動 

5  農山漁村又は中山間地域の振興を図る

活動 

6  学術、文化、芸術又はスポーツの振興を

図る活動 

7  環境の保全を図る活動 

8  災害救援活動 

9  地域安全活動 

10  人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

11  国際協力の活動 

12  男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

13  子どもの健全育成を図る活動 

14  情報化社会の発展を図る活動 

15  科学技術の振興を図る活動 

16  経済活動の活性化を図る活動 

17  職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援

する活動 

18  消費者の保護を図る活動 

19  前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に

関する連絡、助言又は援助の活動 

20  前各号に掲げる活動に準ずる活動として都

道府県又は指定都市の条例で定める活動 

主な活動拠点と地域 
 

 

活動実績・今後の活動予定 
 

 

会 員 数 個人会員       名   ・ 団体会員      名 

会費等（財政規模） 

（前年度決算） 

〔収入〕 

会費収入                 円                                    

寄付収入                 円 

事業収入                 円 

その他の収入             円 

   計               円 

〔支出〕 

事業費              円                                   

管理運営費           円 

その他の支出            円 

 

    計             円 

他団体（市を含む）からの

資金助成等の実績 

〔例〕○○年度 ○○財団（市） （○○事業）    ○○円 

 

 

ホームページ URL 

 

主な活動実績等を簡潔に記入してください。 

任意団体としての活動歴がある法人は、

「○○年○月○日法人設立（○○年○月

○日、任意団体として活動開始）」と記入

してください。 

 任意団体は、実際に活動を開始した年

月日で記入してください。 

 目的は簡潔に。 

代表者の場合は、

同上と記入 

該当する項目に○を

つけてください。 

複数でも可。 


